
 
市第２号議案 令和２年度横浜市一般会計補正予算（第１号） 

（こども青少年局関係部分） 

 

１ 総括表 

（単位：千円） 

 補正額 国支出金 県支出金 一般財源 

くらし・経済対策補正 

 

(1) 子育て世帯への 
  臨時特別給付金給付事業 

4,210,000 4,210,000 0 0 

(2) 児童福祉施設等における 
感染症対策支援事業 

573,500 573,500 0 0 

(3) 児童虐待・ＤＶ対策  
広報事業 

10,000 0 0 10,000 

その他の事業補正 

 
(4) 就職氷河期世代相談サポー

ト付集中プログラム事業 
6,000 4,500 0 1,500 

合計 4,799,500 4,788,000 0 11,500 

 

２ 補正概要 

 (1) 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 

（単位：千円）                              

補正額 国支出金 県支出金 一般財源 

4,210,000 4,210,000 0 0 

 

   児童手当を受給する世帯に対し、対象児童一人あたり１万円の臨時特別給付金を給付します。 

   ・対象児童見込数：396,000 人 

   ・支給時期：６月の定期支給日 

 

 (2) 児童福祉施設等における感染症対策支援事業 

（単位：千円）                              

補正額 国支出金 県支出金 一般財源 

573,500 573,500 0 0 

 

   児童福祉施設等における感染拡大防止を図るため、衛生用品や換気の改善に資する備品等の

購入や施設・事業所の消毒等に要する経費を補助します。 
 

令 和 ２ 年 ５ 月 1 4 日 

こども青少年・教育委員会 

こ ど も 青 少 年 局 

裏面あり 



 

対象施設・事業 補助限度額 ※１ 

保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業所、認可外保育施

設、子育て短期支援事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事

業、病児保育事業、放課後児童健全育成事業 

50 万円 

里親、児童家庭支援センター 100 万円 ※２ 

児童養護施設、児童自立支援施設、母子生活支援施設、乳児院、児童

心理治療施設、自立援助ホーム、ファミリーホーム 
800 万円 ※２ 

   ※１ 既に令和元年度の同一補助金を受けている場合は、元年度分と合算して限度額を上限とします。  

※２ 感染防止のための個室化の改修費を含む 

 

 (3) 児童虐待・ＤＶ対策広報事業 

（単位：千円）                              

補正額 国支出金 県支出金 一般財源 

10,000 0 0 10,000 

 

外出自粛や休業等に伴う生活不安、ストレスによる児童虐待や配偶者等からの暴力（ＤＶ） 

の増加・深刻化が懸念されるため、様々な広報手段を用いて相談窓口（児童相談所、区役所、 

ＤＶ相談支援センター、男女共同参画センター等）を周知し、要支援者の孤立化を予防しま 

す。 

・折込み広告、ウェブサイト、などの複数の媒体を用いた周知・広報及びＤＶ・虐待防止に関

する啓発の実施 

 

 (4) 就職氷河期世代相談サポート付集中プログラム事業 

  （単位：千円）                              

補正額 国支出金 県支出金 一般財源 

6,000 4,500 0 1,500 

 

   国の地域就職氷河期世代加速化交付金を活用して、就職氷河期世代の方の就職意欲の向上及

び就労に資する能力伸長のための事業を実施します。 
 

実施内容 就職意欲向上及び就労に資する能力伸長のための３か月間長期プログラム 

、受講期間中の定期的な面談、受講後の進路調整を実施 

スケジュール 10 月～ 

 


